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耐風性能に着目した送電用中空鋼管鉄塔の補強方法に関する研究

Improvement of Wind Resistant Reinforcements for Steel-Tube Transmission Towers

海 老 原 修 二*1,前 田 潤 滋*2,今 村 義 人*3,鶴 則 生*4,荊 尾 治 邦*5

Shuji EBIHARA, Junji MAEDA, Yoshito IMAMURA, 

    Norio TSURU and Harukuni KATARAO

　The　 parallel-member　 attachng　 is　a　useful　 measure　 to　renforce　 steel-tube　 transmission　 towers　 against　wind　 loads.in
some　 cases,　however,　 an　original　 method　 of fixing　 the　parallel　members　 is　not　available.　 So　the　authors　 have　 developed

new　 three　 devices: a reinforced　 band,an　 improved　 reinforced　 band　 and　 a　double　 reinforced　 band　 to　fix　the　parallel

members.　 These　 deVices　 make　 use　of　hiCtional　 stress　of　the　band　 againsthe　 main　 posts　of　the　steel-tUbe　transmission

tower.　 The　 compression-tensile　 tests　of　those　reinforced　 members　 showed　 satisfactory　 validity　 of　the　parallel-member

attachnent　 methOd　 by　the　double　 reinforced　 band.

　 in　addition,　 a　wind　 tunnel　 test　was　 conducted　 to　confirm　 aerodynamic　 characteristics　 of　the　reinforced　 member　 by　the

parallel-member　 attaciment. The　 test　results　indioated　 that　the　drag　 factor　of　the　reinforced　 member　 was　 less　than　O.2
and　was　 dependent　 on　the　Wind　direction.

Keywords: Steel-Tube Transmission tower,  Reinforcement  for Wind loads, Parallel member attachment method 

                      Double reinforced band, Wind tunnel test

送電用中空鋼管鉄塔,耐 風補強,添 接材工法,ダ ブル強化バンド,風洞実験

1.は じめに

1999年9月 に来襲 した台風18号 により,220kV既 設

送電用中空鋼管鉄塔4基 を含む九州管内で15基 の送電鉄

塔の損壊事故が発生した.こ の事故を契機 として,同 年
より中空鋼管鉄塔主柱材の耐風補強工法の考案 ・耐力検

証試験等を行い,そ の成果としてバン ド式補助材工法お
よびL添 接材工法を開発 した1)～9).これ らの工法を反映

させた耐風補強工事を6線 路20基 の既存の中空鋼管鉄塔
に実施した.

しかしなが ら,こ のうち4基 の鉄塔については,鉄 塔
上部でL添 接材工法を適用するにあたって,腕 金を固定

するための大きなプレー トの存在,あ るいは曲げ点部主

柱材に用いられるリブフランジが支障となり,補 強材の
端部を主柱材のフランジボル トで固定するとい う正規の

固定方法を採ることができないことが課題 となっていた.

そこで,L添 接材工法の補強材の固定方法について更な

る改善 ・検討を進め,施 工性に優れ,よ り簡易な固定方

法と考えられる強化バン ド式L添 接材工法,改 良型強化
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バン ド式L添 接材工法,ダ ブル強化バンド式L添 接材工

法を考案した.こ れ らの特徴 として,補 強材固定用に図
1に 示すような従来のバン ドにリブを設け,強 力な締め

付け力を得ることができる強化バン ドを開発 し,強 化バ
ン ドの締め付け力による主柱材 とバン ド接触部の摩擦力

により補強材への応力伝達を可能 とするものである.そ

して,よ り大きな摩擦力を得るために,強 化バン ドの変

形をさらに抑えた改良型強化バン ド,バ ン ドの把持力を

さらに高めたダブル強化バンドを考案 した.こ れらの固

定方法を用いた補強工法について,詳 細な構造検討およ
び耐力検証試験を実施 し,課 題 となっている鉄塔上部へ
の適用性,補 強性能を検討 し,L添 接材工法の適用範囲

の拡大を目指した.

また,L添 接材工法適用時の設計風圧力の想定として,

通常の鋼管主柱材に適用す る風力係数(Cd・1.2)に対 し,

補強 した部材では安全側設計として山形鋼の風力係数

(Cd=2.0)を 適用 している.こ れは,補 強 した部材の風

圧力を過大評価 している可能性があることから,風 洞実

験により本工法を適用した場合の風力係数を把握 し高精

度な風圧力の想定が求められる.
本報告では,考 案した固定方法を用いた補強工法につ
いて耐力検証試験を実施するとともに,L添 接材工法を

適用 した補強部材の うち,基 本断面部について風洞実験



を実施 し,新 たな補強工法の開発および補強部材の空力

特性について検討 したのでここに報告する.

2.補 強材固定方法別のL添 接材工法の概要

新たに考案 した補強工法は,鋼 管主柱材に山形鋼の補
強材(以 下L添 接材)を 挿入し断面積の増加により耐力

を上昇させる機構は従来のL添 接材工法と同じであるが,

挿入するL添 接材の固定方法に以下の特徴がある.
2.1強 化バン ド式L添 接材工法

本工法はL添 接材の固定方法として,開 発 した強化バ
ンドを利用する工法である.本 工法は,実 施 した中空鋼

管鉄塔の耐風補強工事のうち,L添 接材工法の正規の固

定方法が採れなかった鉄塔上部の腕金部近傍の鋼管主柱

材に仮補強として施工する.し かしながら,本 工法の補

強効果については確認 されていないため,耐 力検証試験
による補強効果の確認が必要である.

2.2改 良型強化バン ド式L添 接材工法

本工法は強化バン ドの変形をさらに抑える構造 とし

て,バ ン ド自体の厚 さを増す とともに,強 化バン ドの一

対の リブ面を金具接続プレー トで固定することで強化バ
ン ドを改良し,L添 接材を固定する工法である.

図2に 改良型強化バン ドによるL添 接材固定方法の概

要を示す.
2.3ダ ブル強化バンド式L添 接材工法

鉄塔上部において,強 化バンドの主柱材取付部付近に
は既存の金具等が存在 しバン ド幅が制限されるため,十

分な摩擦力を得ることができないことがある.そ こで,
強化バンドの把持力をさらに高める構造として,分 割 し

た強化バンドを金具迂回用接続プレー トにて溶接接合 し

たダブル強化バン ドを考案 し,こ れによりL添 接材を固

定する工法が本工法である.

本工法は,バ ン ドの摩擦力の増大が期待できるだけで
なく,添 接材の偏心eに よりバンド部に偶力Rが 発生し

摩擦力の増大が期待できる.図3に ダブル強化バン ドの

応力伝達の模式を示す.

図1強 化バ ン ド

図2改 良型強化バンド式L添 接材工法 図3ダ ブル強化バン ド式L添 接材工法



3.耐 力試験による補強効果の検証

3.1試 験方法

考案 した補強材固定方法を用いたL添 接材工法につい
て耐力検証試験を実施した.試 験は九州共立大学工学部

400ton万 能試験機を使用し,圧 縮荷重については供試体
の両端に球座を介 し,主 柱材に中心圧縮荷重が作用する

ようにし,引 張荷重は供試体の両端にボル ト接合による

引張試験用治具を介 して引張荷重が作用するようにした.
3.2単 柱圧縮試験

(1)試 験概要

単柱圧縮試験として,3種 類の補強材固定方法(強 化
バン ド式,改 良型強化バン ド式,ダ ブル強化バンド式)

による供試体の試験を実施 し,JEC-127-197910)に 準 じた

材料試験による実強度を適用した設計耐力値として,合

成断面によるJEC耐 力値 と比較することとした.
(2)供 試体

図4に 単柱圧縮試験の供試体を示す.各 工法の供試体
の補強効果を確認するため,補強なしの単柱を用意 した.

また,主 柱材に対するL添 接材の添接距離は,添 接材の

偏心による把持力の影響がないよう,正 規のL添 接材工
法と同等の距離に設定 した.
3.3単 材圧縮試験

(1)試 験概要

単材圧縮試験として,鉄 塔上部の腕金部近傍主柱材を
模擬 した単材を用いて,現 地で仮補強として用いられて
いる強化バン ド式と,考 案 したダブル強化バンド式によ

る供試体の試験を実施 し,鉄 塔上部の主柱材における本

工法の補強性能を検討することとした.

(2)供 試体

図5に 単材圧縮試験の供試体を示す.供 試体には部材
を接続するガセットプレー トを模擬するため,両 端部に

高さの異なる3枚 のプレー トを非対称配置に溶接 した単
材を用い,各 工法の供試体の補強効果の確認用 として補

強なしの供試体を用意 した.ま た,腕 金取付けパネル内
では部材等が支障となりパネルを越えて添接材を固定す

ることが想定されるため,こ れを模擬 した供試体も用意

した.
L添 接材の添接距離は,添 接材が鉄塔上部のプレー ト

等 を迂回す ることを想定 して,主 柱材 と添接材間 に
80mmの 間隙をあけて設定 した.

3.4単 材引張試験

(1)試 験概要

単材引張試験として,鉄 塔上部の腕金部近傍主柱材を

模擬 した単材を用いて,ダ ブル強化バン ド式による供試

体の試験を実施 し,引 張荷重に対する本工法の補強性能
を検討することとした.

(2)供 試体

図6に 単材引張試験の供試体を示す.供 試体にはリブ

フランジ付き主柱材を模擬 した単材を用い,補 強効果の

確認用として補強なしの供試体を用意 した.ま た,補 強

するパネルを越えて添接材を固定する場合,補 強する主

柱材 と添接材を固定する主柱材では引張強度が異なるこ

とを想定 して,主 柱材中央部に断面欠損(約20%)の 穴

を設け,断 面欠損位置=強 度不足部材 として模擬 した供
試体を用意した.

3.5耐 力試験結果

表1に 各供試体による圧縮および引張耐力検証試験結

果一覧を示す.表 中,各 供試体と補強なしの最終耐力の

差を耐力増加分 とし,こ れを補強なしの最終耐力で除 し

た値を耐力増加率として示す.ま た,バ ンド締め付けボ
ル トの導入軸力に対する耐力増加分の比率を応力伝達率

として示す.

単柱圧縮試験より,強 化バン ド式による補強では十分

な耐力増加が得 られなかったものの,改 良型強化バン ド

式で14.7%,ダ ブル強化バン ド式で24.3%の 耐力増加 と
なる結果を得た.ま た,腕 金部近傍主柱材の補強を想定

した単材圧縮試験より,ダ ブル強化バン ド式において,
パネル内での補強材固定方法で11.9%,パ ネルを越えて

補強材を固定する方法で16.8%の 耐力増加となる結果を

得た.ま た,引 張試験においてもパネルを越えて補強材
を固定する方法で7.8%の 耐力増加の結果となった.

3.6耐 力試験結果の考察

主柱材の中央位置の円周4等 分点,添 接材の中央位置
の部材断面弱軸上の2点 に添付 したひずみゲージの平均

値を用いて荷重一ひずみ曲線を求め,ま た平均ひずみ値
から求めた主柱材軸力と添接材軸力の合計軸力に対する

比率を応力分担率として求め考察した.

(1)単 柱圧縮試験結果

強化バン ド式(以 下L-2),改 良型強化バン ド式(以

下L-3)お よびダブル強化バン ド式(以 下L-4)の
供試体の荷重一ひずみ曲線について,補 強なし(以 下L
-1)の 結果,そ して補強なしのJEC耐 力値 と添接材が

合成断面として働く場合のJEC耐 力値をあわせて図7～

図9に 示す.
図7よ り,L-2は 現在,仮 補強として現地施工され
ているが,最 終耐力の増加はわずかであり合成断面とし

てのJEC耐 力を大きく下回っていることがわかる.また,

添接材のひずみ値は荷重1000kNを 越えたところからほ
ぼ一定値を示 していることがわかる.

図8よ り,L-3は 摩擦力アップのための工夫がなさ

れていることから添接材のひずみ値が増大してお り,最

終耐力は合成断面のJEC耐 力値には及ばないもののL-
1の 最終耐力は上回っていることがわかる.ま た,添 接

材のひずみ値は荷重1500kNを 越えたところからほぼ一
定値を示 していることがわかる.



図4単 柱圧縮試験の供試体

図5単 材圧縮試験の供試体



図6単 材引張試験の供試体

表1各 供試体の耐力増加算出結果一覧



図9よ り,L-4で は荷重載荷初期 での添接材ひずみ値

が主柱材 ひずみ値 に接近 してお り,こ れはL-2,L-

3に 比べて添接材 固定部 の剛性が高 くなっているため と

考え られ る.

しか しなが ら,荷 重約1700kN以 降では添接材のひず

み値が一定値 となってい る.こ れ ら添接材 のひずみ値が
一定値 となる理由 として ,添 接材 に発生 した軸力がバン

ド部のすべ り荷重に達 し,最 大静止摩擦力を保持 しなが

らバ ン ド部がすべ り始 めたた めと考え られ る.

図10～ 図12にL-2,L-3お よびL-4の 応力分担

率を示す.上 述のバ ン ド部がすべ り始 めた と考 えられる

以前の荷重 においては,L-2で 約10%,L-3で20%

強,L-4で は30%強 の応力 を添接材が分担 してお り,

L-4は 低荷重域での優れた補強特性 を示 してい ること

がわかった.

(2)単 材圧縮試験結果

両端部 にプ レー トを付 けた単材 に強化バ ン ド式(以 下

U-3),ダ ブル強化バ ン ド式(以 下U-4)に よ り補

強 した供試体,な らび にパネルを越 えてダブル強化 バン

ド式に よる補強を想定 した供試体(以 下U-5)の 荷重
一ひずみ 曲線について,補 強 なし(以 下U-1,U-2)

の結果お よび補 強な しのJEC耐 力値 と添接材が合成断面

として働 く場合 のJEC耐 力値 をあわせて図13～ 図15に

示す.

図13よ り,U-3に おいて,最 終耐力値 は(補 強 な

しのJEC耐 力値)<(単 材)<(U-3)の 順 となって

はい るが,添 接材 に発生す るひずみ値はきわめて小 さい

ことがわか る.

図14～ 図15よ り,U-4,U-5の いずれの供試体

ともにひずみ値 は直線 的な増加傾向が見 られ,U-4は

補強 されていない リブ部まわ りの主柱材 で局部座屈 し最

終耐力 に至ったが,U--5で はU-4の 最終耐力 を越 え

た後も耐力は上昇 し,合 成 断面でのJEC耐 力値 を越 える

最終耐力を示 した.

図16～ 図18にU-3,U-4お よびU-5の 応力分

担率を示す.

図16よ り,U-3に お いては主柱材 の応 力分担率が

1.0に 近い値で分布 してお り,添 接材 がほとん ど応力 を分

担 していないことがわかる.こ の理 由 として,U-3の

添接材は主柱材か ら離れた位置にあ り,主 柱材 の圧縮 変

形 に比べてバ ン ド張 り出 し部の曲げ変形が生 じやす く,

これに よりほとん ど添接材へ応力が伝達 され なか ったた

め と考え られ る.し たが って,現 地で仮補 強 として施 工

されている強化バ ン ドでは十分な補強効果 が得 られてい

ない といえ,ダ ブル強化バ ン ド式 による補 強の適用が必

要である と考え られ る.

図17～ 図18よ り,U-4お よびU-5に おいては,

いずれ も荷重の増加段階では添接材 による応力分担率 は

約25%～30%の 安定な値を示し,優れた補強性能を示す
ことがわかった.

(3)単 材引張試験結果

両端部にリブフランジを付けた単材にダブル強化バ
ンド式により補強 した供試体(以 下UT-3),な らび

にパネルを越えてダブル強化バンド式による補強を想定

した供試体(以 下UT-4)の 荷重一ひずみ曲線にっい

て,補 強なし(以 下UT-1,UT-2)の 結果および

引張耐力値をあわせて図19～ 図20に 示す.

図19よ り,UT-3に おける添接材のひずみ値は荷

重約1500kNか らほぼ一定となり2200kNを 越えたところ
から減少し始め最終耐力付近ではほぼ0の ひずみ値を示

した.こ れは,母 管の降伏変形によりバン ド把持部の主

柱材直径が減少 したためバン ドによる締め付け力が減少
し,最 終的には締付け力が0と なって添接材へ応力が伝

達されなくなったことを示 している.し たがって,パ ネ
ル内で添接材を固定する方法では引張荷重の最終耐力付

近における補強効果は得 られないといえる.

次に,図20よ り,UT-4で は主柱材中央部の断面

欠損部で降伏が始ま り,こ のとき添接材のひずみ値はほ
ぼ一定値を示 し,供試体としての耐力上昇を確認できた.

したがって,引 張荷重においては補強するパネルを越え

た位置で添接材を固定する方法において補強効果が得ら

れるといえる.

図21～ 図22にUT-3お よびUT-4の 応力分担率
を示すが,こ の分布からも,最 終耐力付近では,UT-
3で は荷重の増加に伴い添接材の応力分担率が減少 し,

UT-4で の添接材の応力分担率はほぼ一定値 となって

いることがわかる.

4.設 計手法の検討

3節 の考察 よ り,各 提案工法の適用については,表2

に示す よ うな適用 の可否判断 となることがわかった.

表2適 用可否判断 と応力伝達率

また,今 回提案のバン ドによる添接材固定方法では,
バン ド部の摩擦力により主柱材から添接材に応力が伝達



され ることで強度上昇 が図 られていることがわかった.

そ こで,補 強 された主柱材の圧縮強度:Scrの 計算方法

は,バ ン ドの締 め付け導入軸力:F,お よび各供試体 に

おける最終耐力か ら求めた応力伝達率:α をパ ラメー タ

とした(1)式 によるもの とした.

なお,応 力伝達率:α は,耐 力試験結果に よって確か

め られた値 として表2に 示す値 を適用 し,こ れ を補強部

材の設計手法 とす ることとした.

Scr=Scp十F・ α/1.5…(1)

但 し,Scr:補 強 された主柱材 の許容強度

Scp:主 柱材のみの許容強度

F:バ ン ドの締 め付け導入軸力

α:応 力伝達率

図7荷 重-ひ ずみ曲線(強 化バ ン ド式:L-2) 図10応 力分担率(強 化バ ン ド式:L-2)

図8荷 重-ひ ずみ曲線(改 良型強化バン ド式:L-3) 図11応 力分担率(改 良型強化バ ン ド式:L-3)

図9荷 重-ひ ずみ曲線(ダ ブル強化バ ン ド式:L-4) 図12応 力分担率(ダ ブル強化バ ン ド式:L4)



図13荷 重一 ひずみ 曲線(強 化バ ン ド式:U-3) 図16応 力分担率(強 化バ ン ド式:U-3)

図14荷重 ひずみ曲線

(パネル 内ダブル強化バ ン ド式:U-4)
図17応 力分担率
(パネル内ダブル強化バン ド式:U-4)

図15荷 重-ひ ずみ曲線
(パネル越えダブル強化バンド式:U-5)

図18応 力分担率
(パネル越えダブル強化バン ド式:U-5)



図19荷 重-ひ ずみ 曲線

(パネル内ダブル強化バ ン ド式:UT-3)

図21応 力分担率

(パネル内ダブル強化バ ン ド式:UT-3)

図20荷 重-ひ ずみ曲線

(パネル越 えダブル強化バ ン ド式:UT-4)

図22応 力分担率

(パネル越 えダブル 強化バ ン ド式:UT-4)

5.風 洞実験 による空力特性の検証

5.1風 洞実験概要

L添 接材 工法 を適用 した補強部材 について,風 力係 数

お よび空力特性 について検討す るため風洞実験 を実施 し

た.な お,今 回 はL添 接材工法の基本断面部について検

討す ることとした.

使用 した風洞装置は,九 州大学大学院人間環境学研 究

院エ ッフェル型吸込式風洞で ある.計 測部断面寸法は幅

1.5m×高 さ15m× 測定部長 さ3mで あるが,仕切 り板 を設

置 し,測定部断面を幅1.2m× 高 さ0.6m× 長 さ1.5mと した.

風速範囲は約1～20m/sで ある.写 真1に 風洞内の供試体

設置状況を示す.

5.2供 試体

L添 接材工法 の基本断 面部について 供試 体を作成 し,

実用範囲での添接材位置 を想定 して,図23に 示す よ うに

円柱 中心か らの添接材位置 を0.5D,0.6D,0.7D,0.9D(D

は円柱直径)の4ケ ース用意 した.供 試体の断面寸法は

円柱部 φ120㎜ ×3mm,添 接材部L35㎜ ×3mm,長 さは

いずれ も600㎜ のアル ミ製 とし,風 洞内風速 に乱れを

与えない よ う端板 を用いて設置 した.ま た,円 柱部 は表

面が滑 らかな場合(以 下滑面)と 高 レイノルズ数の流れ

場を模擬す るために,全 周表面 に直径1mmの ガ ラス ビ
ーズを一様に付 けた場合(以 下粗面)を 用意 した .写 真

2に 滑面および粗面の円柱表面を示す.

5.3実 験方法

1回 の計測 時間 は30秒 で,サ ンプ リング周波 数 は

1000Hzと し,風 向角 は一10°～1000°の範囲で5°刻 みで計測

した.ま た動的空力天秤 を用いて抗力Fx,揚 力Fy,抗

力方向モー メン トMyを 測定 した.風 速は約10m/sと 風

洞最大風速(約20m/s)と し,上 流側 に超音波風速計 を

設置 した.実 験 は以下の項 目について実施 した.

(1)風 速分布特性の検証

端板 を設 置 した状態 で計測 断面 内に一様 な風 速分布

が得 られているこ とを確認す るた め,端 板内の風速分布

を調査 した.計 測は端板 内中央 に設置 した超音波風速計

を基準 として,図24に 示す約10cmピ ッチ格子点位置 の

風速を熱線風速計 にて計測 した.風 洞風速は約10m/sと

風洞最大風速(約20m/s)と した.



流側 で超音波風速計 によ りモ ニター した.

5.4実 験結果

(1)風 速分布特性

図25に 供試体設置断面位 置での平均風速分布 を示す.

若干 のば らつきは見 られ るが,供 試 体設置位 置(鉛 直方

向分布 の水平位置550m,600m,650m)で ほぼ一様な風

速分布 であることを確認 した.ま た,乱 れの強 さは風速

約20m/sで 約2～3%程 度で あ り,こ れ らの結果か ら端板

内の風速分布は一様流 と見な した.

写真1供 試体設置状況

図24風 洞内風速の計測位置

図23供 試体の添接材位置

写真2円 柱表面

(2)単 独円柱の風力係数特性の検証

高 レイ ノル ズ数 の流れ 場 を模擬 した場合 の風力係数

の特性 を検証す るため,単 独 円柱に よる風洞試験 を実施

した.試 験風速は滑面の場合は5m/s刻 み,粗 面 の場合は

lm/s刻 みに変化 させ なが ら動 的空力天秤 を用 いて円柱

の抗力Fxを 計測 した.な お,風 速 は上流側 で超音波風

速計 によ りモニ ター した.

(3)L添 接材断面の空 力特性

L添 接材工法の基 本断面部の空力特性 を調 べ るため,

円柱に対す る添接材位置 は前述の4ケ ・一一一・ス,風 向角は供

試体の対称性 を考慮 して各ケースで一10。～100。を5。刻 み

とし,計 測 は動的空力天秤 を用いてFx,Fy,Myを 計測

した.ま た,円 柱表面 は滑面 と粗面 とし,高 レイ ノル ズ

数 を模擬 した流れ場 での空力特性 を併せて検証 した.試

験風速は約IOm/sと 風洞最大風速(約20m/s)と し,上

図25風 洞内の平均風速分布

(2)単 独円柱の風力係数特性

滑面 と粗面の円柱供試体を用いた風洞実験結果 より,
レイノルズ数 と風力係数の関係を求めた結果を図26に

示す.な お,実 験結果は円柱供試体による風洞内の閉塞

効果を考慮するため,(2)式 に示すAllen&Vincenti
の縮流補正方法11)を用いて風速値および風力係数の補正






